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企業の事業促進を目的とした本件施策を歓迎致します。今後の拡充も検討されているとの
由、AI等の技術の進歩も著しい中、企業は海外連携等のシーンにおいて今回焦点を当てて頂い
た以外の課題にも直面し得ると想定されますので、継続的なご検討を頂ければと存じます。ま
た、実務においては経済産業省 知的財産政策室が編纂した「技術流出防止指針」「営業秘密
管理指針」「秘密情報の保護ハンドブック」や諸外国の営業秘密管理マニュアルとあわせて、
本ガイダンスを活用することが想定されます。本ガイダンスの活用促進の観点から、本ガイダ
ンスと既存の指針等との関係において、本ガイダンスの特色や位置付け等をお示し頂けます
と、本ガイダンスの活用促進に資すると思慮致します。 本ガイダンス案の内容についての意
見は以下のとおりとなります。

【意見内容（要旨）】   
１．各国・地域において独自のデータに関する法制の整備も進められており、その全容を把握
することは企業にとって大きな負担であるため、データの強制的なアクセスやデータの共有開
示の義務による技術流出の観点からガイダンスにて、関連するマニュアル等を例示頂く等、可
能な範囲での記載の拡充を御検討いただくことを希望します。 
２．日本国外における技術漏洩時の対応の一つとして、営業秘密侵害事案に対する民事の域外
適用に関する情報を追加いただくことを希望します。 

【該当箇所および理由】 
１．③ 相手国の制度の確認」について（P.20） 
生産拠点等の海外進出に伴う技術流出への対策の一つとして、計画前・計画段階において進出
国のデータに関する制度を確認することは、ご記載頂いているとおり非常に重要であると考え
ます。各国毎の安全規制、環境規制、競争法関連を根拠に技術情報の開示を求められる否か
は、生産拠点等の海外進出を決定する日本企業の経営判断に大きな影響を与えるものと思料し
ます。 他方で、AI や DX（デジタルトランスフォーメーション）の普及、サプライチェーン
の透明化の要請等を背景に、各国・地域において独自のデータに関する法制の整備も進められ
ており、その全容を把握して対応をすることは企業にとって大きな負担となっております。 
諸外国のデータ法制に関する調査および検討は、関係官庁でも実施されており、例えば当協会
もワーキングメンバーとして参加させて頂いた「産業データの越境データ管理等に関するマ
ニュアル」（※１）では、各国のデータ法制によるデータの強制的なアクセスやデータの共有
開示の義務を前提としつつ（P.27～）、日本企業が国際的なデータ共有・利活用に取り組む際
の国際データガバナンスの考え方・プロセス理解等を取り扱っております。こうした既存のマ
ニュアル等を、本ガイダンスにおいても可能な範囲でご紹介頂けますと、読み手はより対策を
講じやすくなると思料致しますので、ご検討頂ければと存じます。 



 

⒉「５．②技術の特徴等に応じた適切な知的財産戦略」（P.42）、および「２．①違反に対す

る毅然とした対応」（P.70）について 

 海外における技術漏洩時の対応の一つとして、競争力の源泉たる技術情報の特徴を生かし

たオープン・クローズ戦略を立案することは非常に重要であると考えます。特にデータを含

む情報財に対する不正競争行為を防止するには、不正競争防止法の活用が今後益々重要とな

ってくると思料します。 

 特に、令和５年不正競争防止法改正では、国際的な営業秘密侵害事案（所謂，民事の域外

適用）について、営業秘密に関する訴えの管轄原因（競合管轄）の追加（法 19条の２）、お

よび営業秘密に関連する民事規定の域外適用の明文化と強行的適用法規としての性質の明

確化（法 19条の３）が追加されております（※２）。 

 日本国外において営業秘密に対する侵害行為がなされたとしても、日本国内で事業を行う

者が日本国内で管理している営業秘密に関しては、それが専ら日本国外の事業の用に供され

るものでない限り、当該侵害行為に係る訴えを日本の裁判所に提起し，日本の不正競争防止

法の民事規定に基づく保護を受けることが可能である点を追記頂くことは、有事の際の読者

の選択肢を増やすこととなり有益になり得ると思料します。 
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（※１）産業データの越境データ管理等に関するマニュアル（経済産業省、2025年） 

https://www.meti.go.jp/press/2024/01/20250127001/20250127001.html 

（※２）令和 5年不正競争防止法改正について、経済産業省不正競争防止法 直近の改正

（令和５年）（https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/kaisei_recent.h

tml）、海外における法制について、「国際的侵害事案における営業秘密保護に関する日米比

較と国内外データ法制動向（その１）」（山根 崇邦他、知財管理 Vol. 74 No. 5、2024年）

https://www.jipa.or.jp/kikansi/chizaikanri/syoroku/74/5_560.html ご参照。 
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